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１.学校での外国語教育

1.1 小学校
· 小学校—2002年より、３年生以上に設置されている「総合的な学習の時間（週３時間）」のうちの一部を用いて、外国語会話などを教えることが可能になった。次の学習指導要領の改訂より、５、６年は、週１時間程度必修にすることが外国語部会より提案され、ただいま審議中(中央教育審議会、初等中等教育分科会教育課程部会2006年３月31日配布資料より)。2003年度には、平均51％しか導入していなかった「小学校英語活動」は、2006年には、93.6％。授業時間は、次の通り。



表１：小学校英語活動時間数

	
	2003年度
	2005年度

	0　時間
	43.9 %
	2.9%

	　　　　　　1~11時間
	35.3 %
	53.0 %

	12~22時間
	13.0 %
	26.5 %

	23~35時間
	6.6 %
	14.1 %

	36~70時間
	1.0 %
	3.3 %

	71時間以上
	0.1 %
	0.2 %


　
中央教育審議会教育課程部会、および、外国語教育部会資料より
<http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/siryo/015/04042301/009.pdf> 

<http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/siryo/015/06032708/005.pdf> （2006年７月27日ダウンロード）

· 目的や留意事項については、小学校学習指導要領の第１章「総則」、第３「総合的な学習の時間の取扱い」に次のように記載されている：

（３）国際理解に関する学習の一貫としての外国語会話等を行う時は、学校の実態等に応じ、児童が外国語に触れたり、外国の生活や文化などに慣れ親しんだりするなど小学校段階にふさわし


い体験的な学習が行われるようにすること。

· 現在、楽しく音声言語としての英語になれる学習が主体。決まった教科書なし。教員研修も自治体、学校によってまちまち。英語力の定着はのぞめない学校が多く、全国的な評価は行われていない。

· 総合的な学習の時間の枠組みで、英語以外の言語にふれる学校はあるが、まれ。

· 私立の小学校で英語以外の言語などを外国語として教える学校も非常にまれ。

1.2 中学校の外国語教育
· 2002年から必修。それまでは選択科目であったが、実質的には全国的に必修のような扱い。外国語とはされているものの、全国的に、英語を教えるのが普通である。週３時間程度が標準。私立などで５〜６時間教える学校もある。

　中学校学習指導要領の第２章第９節外国語の第１「目標」には次のように記載されている：

（３）外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、聞くことや話すことなどの実践的コミュニケーション能力の基礎を養う。

· 文部科学省の検定をうけた教科書を用いる。目安として３年間で900語程度の語彙を学ぶとされる。

1.3 高等学校の外国語教育
· 2003年から必修。それまでは選択科目であったが、実質的には全国的に必修のような扱い。外国語とはされているものの、全国的に、英語を教えるのが普通である。普通科の場合、週５〜６時間程度が標準。諸外国のように、第２外国語を高等学校段階で教えるのは非常にまれ。

　高等学校学習指導要領の第２章第８節外国語の第１款「目標」には次のように記載されている：

（３）外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、情報や相手の意向などを理解したり自分の考えなどを表現したりする実践的コミュニケーション能力を養う。

· 高校での英語は、総合的な「英語I」、「英語II」、「オーラルコミュニケーションI」、「オーラルコミュニケーションII」、「リーディング」、「ライティング」という科目の中から適宜選び、各高校で独自に教育課程の中に取り込むとされている。目安として「英語I」で中学校履修語彙に加えて400語、「リーディング」でさらに900語、計1300語程度の語彙を学ぶとされる。

· また、専門的に、「英語科」を設置する高校は、「総合英語」、「英語理解」、「英語表現」、「異文化理解」、「生活英語」、「時事英語」、「コンピュータ・LL演習」などの中から適宜選び、各高校で独自に教育課程の中に取り込むとされている。

· 2002年度から「Super English Language High School　（SELHi）」という指定を受けた高校が３年のプロジェクトで様々な先進的な英語教育の取り組みを行っている。毎年募集、指定があり、現在約100校程度が実施。周辺の学校へ刺激となっている。

1.4　大学

１、２年時に外国語科目として、２言語程度の履修が義務づけられているのが普通。

例）立命館大学の文学部の場合14単位必修（８を一つの言語で、６をもう一つの言語で。）２単位で１学期、１コース。

2. 母語保持教育と継承語教育事情を理解するために、新来外国人および旧来外国人の現状
· 外国人登録者数：
「平成15年末現在における外国人登録者数は191万5,030人で，前年に引き続き過去最高記録を更新している。この数は，平成14年末現在に比べ６万3,272人（3.4パーセント）の増加，10年前（平成５年末）に比べると59万4,282人（45.0パーセント）の増加となっている。外国人登録者の我が国総人口１億2,760万9,000人（総務省統計局の「平成15年10月１日現在推計人口」による。）に占める割合は，平成14年末に比べ0.05ポイント増加し，1.50パーセントとなっている。」

· 外国人登録者の国籍：
「外国人登録者の国籍（出身地）の数は，平成14年末に比べ３か国増加し，186か国（無国籍を除く。）となっている。韓国・朝鮮が61万3,791人で全体の32.1パーセントを占め，以下，中国，ブラジル，フィリピン，ペルー，米国と続いている。

（１）韓国・朝鮮は，特別永住者数の減少を受けて，平成３年末の69万3,050人をピークに毎年減少を続けている。

（２）中国は，昭和50年代から増加を続けており，平成15年末は同14年末に比べて，9.0パーセント増加している。

（３）ブラジルは，平成元年から平成３年末に大幅に増加した以降，平成10年末を除き，毎年増加を続けている。

（４）フィリピンは，平成８年末の８万4,509人から毎年増加を続けている。

（５）ペルーは，平成元年から平成３年末に大幅に増加した以降，毎年増加を続けている。」

法務省入国管理局公開ホームページ

< http://www.moj.go.jp/PRESS/040611-1/040611-1.html>より.（2006年8月6日ダウンロード）

３. 日本国内の学齢期児童・生徒、および日本語指導の必要な児童・生徒

· 2004年年小学校、中学校、高等学校の校数、生徒数、日本語の指導が必要な生徒数（必携学校小六法、文部科学省の「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受け入れ状況等に関する調査（平成16年度）」の結果報告
· < http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/17/04/05042001.htm>より
表２：2004年年小学校、中学校、高等学校の校数、生徒数、日本語の指導が必要な生徒数

	
	校数（公立、国立、私立）
	生徒数（公立、国立、私立）
	日本語必要な生徒（公立のみ）

	小学校
	23,420
	7,200,933
	13,307

	中学校
	11,102
	3,663,513
	5,097

	高等学校
	5,429
	3,719,000
	1,143

	中等教育学校
	18
	3,915
	15

	聾、盲、養護学校
	999
	98,706
	55


· 日本語指導の必要な外国人児童生徒の母語

　　　　　　　図１：日本語指導の必要な外国人児童生徒の母語
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　　（同じく< http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/17/04/05042001.htm>より）

４.学校内で外国人の教育（＋マイノリティ言語・文化の保持支援）をすることに関する法的枠組み

· 教育基本法の義務教育の規定は「国民」に対して
· 1965年の日韓法的地位協定にともなう文部省通達ー（１）希望者に入学許可（２）特別な扱いをしない
· 1994年子どもの権利条約批准「初等教育を義務的なものとして、すべての者に対して無償のものとする」−　国内法との整合性の問題
· 1991年から、文部省は日本語教育が必要な外国人児童・生徒の実態調査を開始
５. 外国人児童・生徒の母語保持のための学校の経営方針と運営母体：ニューカマー外国人の場合

· 日本の学校を母体／舞台とした活動

高知市立潮江南小学校や大阪市立阿倍野中学校の例、横浜市のIAPEと呼ばれる
外国人児童生徒保護者交流会という保護者組織、横浜市いちょう小学校でのボラティアによる母語教育の例
組織的に母語教室の活動そのものへの予算措置が行われているわけではない
担当者の熱意や高い意識に依拠した学校・組織ごとの独自の実践
母語教育の中身も、教科学習のための母語支援だけである場合もある
（齋藤ひろみ（2005）「日本国内の母語・継承語教育の現状と課題—地域および学校におけるる活動を中心に」『母語・継承語・バイリンガル教育研究　創刊号』１巻　25-43頁）
· 外国人学校の活動

ブラジル本国の教育機関が設立したり、個人塾が発展したブラジル人学校が、ブラジル人の集集住地域を中心に1995年頃からできはじめ、2004年３月現在で63校あるという
（松本一子（2005）「日本国内の母語・継承語教育の現状と課題―マイノリティ自身による実実践」『母語・継承語・バイリンガル教育研究創刊号』１巻96-106頁）
６. 外国人児童・生徒の母語保持のための学校の経営方針と運営母体：オールドータイマー外国人の場合

· インターナショナルスクール系の学校、在外ドイツ学校として教育を行うドイツ人学校、日本定住者の民族教育を主な任務として始めたがニューカマーの新来外国人もうけいれている中華学校、韓国・朝鮮語系の学校。本国からの支援や、在日同胞からの寄付金と授業料でほぼすべてをまかなって、日本の文部科学省とは別の機関（本国政府、インターナショナルバカロレア、Western Association of Schools and Colleges等々の学校教育認定機関）に認定されている学校もあれば、日本の公立学校などと同じ認定を受けて、財政、カリキュラムも同様に運営するが、学校設置科目として文化、歴史、言語について民族教育科目を設置する学校もある。
　外国人学校についての詳細は、末藤美津子（2005）「序章外国人学校研究の課題」福田誠治・末藤美津子（編著）『世界の外国人学校』東信堂3-47頁を参照されたい
· 民団系の学校（全国に４校、３つが文部科学省の認定する、いわゆる「一条校」）の事例
大阪の一条校の例（民団系）：小学校から高等学校まで、多様化したニーズに対応
駐在韓国人の子ども３割程度、英語と韓国語と日本語の３カ国語に力を入れたコース設置、日本の標準の科目の他に、韓国語などの科目（韓国からの派遣の先生）
目標とする韓国語能力：
１〜６年生までいれば、韓国語検定試験２級（読み書きも含み1,500-3,000語程度）
中学終了で３級（日常語彙に不便ない）もしくは４級（日常会話充分可能、一般の文章もほぼOK）
学校内の様子：呉恵卿・植田晃司（2005）「韓国系民族学校における「共生」−実践的な取り組みを中心としてー」大阪大学21世紀COEプログラム報告書「言語の接触と混交−共生を生きる日本社会」より
· 総聯系の学校の事例
一条校ではない、各種学校、全国に73校と朝鮮大学校
（< http://www.jade.dti.ne.jp/~f-chouko/link.html>より、2006年8月6日ダウンロード）
京都の場合、京都市内に、幼児教育、初等教育を行う学校が３校、中等教育１校。舞鶴に幼児、初等中等教育を行う学校が１校。幼児教育、初等教育は各学年1クラス（数名～20名程度）。中等教育は２クラス。
60年にわたる朝鮮語イマージョン教育。日本語という教科以外は全部朝鮮語で教育。家庭では日本語を使用するケースが多い。
独自の教科書、カリキュラム、日本語という科目あり。幼稚園から高校まで。朝鮮大学校の教員養成課程を卒業した２世、３世が、４、５世を教えるサイクル。
７.　日本の言語教育事情のまとめ

· 学校教育における外国語教育は、ヨーロッパ諸国に比べると、学習する言語は初等中等教育ではほぼ英語のみで、大学へ進むとあと１つ学ぶくらいで、あまり多くない。英語の学習時間数や年数も、ヨーロッパやアジア諸国と比べるとそれほど多くなく、開始年も遅い。ただ、実用英語が強調され、海外旅行や留学体験をする日本人高校生、大学生は以前より増えている。

· 一部エリート層や富裕層の間では、英語教育にもっと時間をかける私学や、英語で教えるインターナショナルスクールへ通わせることが盛んになってきている。（ただし、全体として、TOEFL受験者の平均点などはアジアの中でもかなり低い。）公教育の多様化。

· 1990年代以降、日本にも移民の受け入れが盛んになり、それにともなって、日本語のわからない児童・生徒に先生が対応せねばならないという、過去に経験のない事態が発生。地域ごとの対応。第２言語としての日本語の指導や、母語の重要性についての研修会は全国的に随分開催されてきている。それでも外国籍の子どもが、日本の学校に適応できず、不就学になる場合が少なくない。

· 外国人学校は韓国学校等、少数が「一条校」扱いで、他は各種学校、新しいものはNPOなど。補助金など、援助が私立の学校に比べて非常に少ない。旧来移民の場合は全般的に少子化のため、総聯系朝鮮学校は朝鮮人民共和国との政治的な関係のために、経営が困難。
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